
滋賀県の消費者施策の実施状況

資料３－２



特定商取引法等の適正運用 景品表示法の表示指導

消費者

消費生活相談窓口
消費者庁ほか

県民活動生活課
県消費生活センター

事業者

不適正な取引行為による
消費者被害の相談

連鎖販売取引(マルチ商法)・
訪問販売・通信販売など

情報提供

優良誤認表示・有利誤認表示

必要に応じて国・他都道府県と協力・連携し、
情報収集・調査を行っている

事業者聴取
立入検査

事前調査
消費者聴取

現地調査 事前調査

啓発

関係課と連携し
事業者向け講座を開催

Ⅰ 安全・安心な消費生活の確保

１

・日頃より消費生活相談窓口に寄せられた
相談情報を分析

・悪質性の高い事業者について、各市町へ
周知を図っている

その他：消費生活協同組合法に基づく
生協への指導
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済 消費生活情報の発信

（１）消費者月間に合わせた講演会（セミナー）の開催
・令和５年度 特定非営利活動法人 消費者ネット・しが との共催により、消費者月間講演
会を実施

テーマ：いまを生きるこどもたちのための消費者教育
〜こどものケガを減らすことを中心に〜

・令和６年度 消費者月間にあわせてくらしの情報セミナーを開催
テーマ：デジタル時代のスマート終活

～もっと豊かな老後のために～

消費者月間講演会は令和５年度で講演会費用（講師報酬、会場代等）への国の地方
消費者行政強化交付金（推進事業）の終了に伴い廃止。

＜対応＞
・ 消費者ネット・しがと連携し、「くらしの情報セミナー」を消費者月間に開催
・ 滋賀県金融広報委員会の大規模講演会を年２回（１１月、２月）開催



（２）パネル展示等の開催
・消費生活パネル展を行い、パネル展示として啓発を実施（令和5年度＠イオン大津京、近江八幡、

長浜、R6年度＠イオン近江八幡、野洲、彦根）
・デジタルサイネージによる啓発（R6年度＠イオンモール草津）
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済

＠イオン近江八幡（令和６年度）

消費生活情報の発信

＠イオンモール草津（令和６年度）
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済

（３）啓発動画コンテストの実施

消費生活情報の発信

・若者が消費者問題を自分事として考え、参画する機

会づくりとして実施。

・高校生等から計18作品の応募があり、入賞８作品は

県消費生活センターＨＰで発表。

・知事賞は12月26日の表彰式にて発表予定。

知事賞に選ばれた作品は、SNS広告として使用。

応募作品（選考対象外の作品は除く）については、県

消費生活センター公式SNS、公共施設等のサイネージ、

県消費生活センターが実施する出前講座等で使用。
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済

（４）消費者の特性に配慮した消費生活情報の発信
・広報誌「くらしのかわら版」を発行（R５年度：4回）

各市町消費生活相談窓口・社会福祉協議会・警察署に配付
・しらしがシステムやX、Instagramを用いたタイムリーな情報発信

消費生活センターXくらしのかわら版

消費生活情報の発信
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済

消費生活センターX トクリュウから身を守ろう

消費生活情報の発信
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トクリュウ・闇バイト・詐欺・強盗 緊急対策プラン骨子



若者向け啓発事業
・消費者被害の未然防止および相談窓口の周知強化を図る。
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済

（令和６年度作成）

書類を入れた後も見た目が
スッキリしています

県内全高校3年生、教員への配付を想定

クリアファイル

相談カード

インターネット消費生活相談の周知
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援

シン・しが学校支援メニューフェア（生涯学習課主催）

・VR体験会、消費者クイズができるブース
を出展



（１）消費者庁作成の教材を活用した授業
・消費者庁作成の教材「社会への扉」を活用した授業を、主に高校１、２年生の家庭科で実施。

高等学校段階までに、契約に関する基本的な考え方や契約に伴う責任を理解するとともに、身近な契約

等を通じて、社会において消費者として主体的に判断し、責任をもって行動できる能力を育むことを目的とし

ている。

10（制作・著作 消費者庁 令和６年３月）

Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
成年年齢引下げ関係



高校生以上向けに啓発チラシを作成
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済 成年年齢引下げ関係

（２）若年者を対象とした情報発信・啓発

（令和５年度作成）



高校生以上向けに啓発チラシを作成
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済 成年年齢引下げ関係

（２）若年者を対象とした情報発信・啓発

（令和５年度作成）



中学生向けに啓発チラシを作成
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済 成年年齢引下げ関係

（２）若年者を対象とした情報発信・啓発

（令和５年度作成）



中学生向けに啓発チラシを作成
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済 成年年齢引下げ関係

（２）若年者を対象とした情報発信・啓発

（令和５年度作成）



（３）高等学校等教員向けオンライン研修の開催

15
（令和６年度）

オンライン研修の様子

Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援

成年年齢引下げ関係

令和６年度
・対象 高等学校・中学校等 全教職員
（中学校教職員からは申込なし）
・コース ①消費者教育②金融教育
・講師 金融広報アドバイザー

県消費生活センター職員

令和5年度
・対象 高等学校・中学校等 全教職員
・コース ①基礎②金融教育③未成年者契約の実態
・講師 金融広報アドバイザー

県消費生活センターの消費生活相談員

来年度は廃止、開催方法の検討の必要あり



（４）ゆめ・ふれ愛成長確認シート（平成27年度～）
・家庭科の副教材として新小学５年生に提供し、子どもたちが消費者として「生きる力」 を身に付
けていただくことを目的としている。

16
令和４年度はエシカル消費について追記
毎年、内容を見直し必要に応じて改訂をおこなっている。

Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
若年者を対象とした消費者教育



（５）若年者に係る消費者教育情報交換会
・令和６年11月13日に実施

・文部科学省の「消費者教育アドバイザー」派遣を活用した。

「消費者教育アドバイザー派遣」とは

文部科学省では、平成25年度から、地域における消費者教育が、連携・協働により一層
推進されるよう、また、消費者市民社会及び持続可能な社会の実現、特に若年者におけ
る実践的な消費者教育が効果的に実施されるよう、全国の消費者教育の先駆的実践者
を「消費者教育アドバイザー」として、地方自治体等からの求めに応じて派遣している。

アドバイザーの活動内容（一例）
地方自治体・大学等における消費者教育推進方策に係る指導助言
地方自治体における消費者教育推進計画の策定に係る指導助言
消費者教育に関するフォーラム等の企画立案に係る指導助言および講演、パネリスト
教職員、民生委員、社会福祉主事、消費生活相談員等に対する研修等の講師
学校等における消費者教育に関する授業の指導案の作成支援
成年年齢引下げに向よる連携・協働体制構築のための指導助言 等

・県消費生活センター、県民活動生活課、県教育委員会事務局(高校教育課・幼小中教育
課・特別支援教育課)、大津市消費生活センターが出席
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
若年者を対象とした消費者教育



（１）高齢者に向けた消費生活情報啓発協定事業（平成28年度～）
・生活協同組合コープしが、しが健康医療生活協同組合との協定に基づき、高齢者向けに啓発チ
ラシ、啓発カレンダーを作成・配付し、消費者被害の未然防止に取り組んだ。
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済 高齢者を対象とした情報発信・啓発

・トラブル事例の紹介
・消費者ホットライン１８８
（いやや）の周知

（令和６年度作成）

チラシ・カレンダー作成は令和6年度で交付金措
置の終了に伴い廃止。

＜対応＞
・ 地域の実情に合った市町の活動により、デジ
タル情報が届きにくい高齢者に対応
→ 民生委員、介護支援者等から高齢者にチラシ
等を直接手渡していただくなど、重層的支援整
備事業や見守りネットワークの活用を市町に要
請

※インターネットを利用する消費者には、X、
Instagram、しらしが（しらせる滋賀情報サー
ビス）等を活用した広報・啓発をより充実させて
いく。



（２）消費者トラブルに関する情報発信・啓発
・最新の消費者トラブルの状況に応じて、啓発チラシを作成・配付し、消費者被害の未然防止に取り組んだ。
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済 高齢者を対象とした情報発信・啓発

（令和６年度作成）



（２）消費者トラブルに関する情報発信・啓発
・最新の消費者トラブルの状況に応じて、啓発チラシを作成・配付し、消費者被害の未然防止に取り組んだ。
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援
Ⅲ 消費者被害の防止と救済 高齢者を対象とした情報発信・啓発

（令和６年度作成）



（１）啓発冊子の作成
・エシカル消費にかかる県独自の啓発冊子を関係団体等と連携し作成、県内の高等学校等に配付。
・啓発冊子データは県HPに掲載。エシカル消費の具体的な行動等を紹介している。

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kurashi/shouhiseikatsu/322171.html

（滋賀県＞県民の方＞くらし＞消費生活 からアクセスできます）

・令和５年度はエシカル消費啓発冊子「やってみよう！エシカル消費」を小中学生向けに改めて作成し、県内で開

催されたイベントにおいても冊子の配布を行い、啓発を実施

啓発冊子（令和３年度作成） 小中学生向け冊子（令和５年度作成） 21

エシカル消費の推進

Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援



（２）啓発イベントの実施

22

エシカル消費の推進

Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援

（令和６年度）草津市主催
「草津市地球冷やしたい推進フェア」

パネル展示＠イオンモール草津
滋賀グリーン活動ネットワーク（SGN）と

協働して啓発

＠イオン近江八幡
（令和６年度消費生活パネル展）



・消費者の適切な声を抑制することがないよう配慮しながら、倫理的な行動を促していくことが必要
・消費者が適切な方法で正当な意見を伝えることで、消費者の声は事業者に受け止められ、消費者
と事業者双方の信頼関係が構築される
（取組）
・ホームページ、広報誌「くらしのかわら版」に掲載 ・出前講座において周知
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その他（カスタマーハラスメント対策）

消費者庁作成チラシ


